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～～fair（公平）なjustice（正義）よりも優先するものとは？～～
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　何故、the pontiff（ローマカトリック教会の長）は「法王」と、和訳されたのだろうか？ズバリ言うと、西洋民法、即ちCivil Codeにしろcommon lawにしろ、西洋民法というのは全てChristianityを元にして作られている。これが「法王」と和訳された理由だろう。
　新約聖書のマルコによる福音（マルコ12・28b-34）に書かれていることだが、Jesusは、モーセ以来の律法（ユダヤ教宗教法）を次々と破る様な行動をとっていた。或る種の娼婦の様な婦人達と親しく会話したり、ローマ帝国の手下（てか）である徴税人を友達としたり弟子に加えたり。そんなJesusに対し、ユダヤのファリサイ派律法学者が少し意地悪く「ではJesus先生、何が一番大事な律法ですか？」と尋ねる。その問いにJesusが答える。「神を愛し人を愛せ」。これが一番大事だ、と。

読者はもうお分かりだと思うが、この「神を愛し人を愛せ」こそ、universalismの同値変形命題である「人間の尊厳 & 共通善の存在」や「subsidiarity & solidarity」の、「起源」「淵源」「原型」だ。

この「神を愛し人を愛せ」を元にして、Civil Codeにしろcommon lawにしろ、全ての西洋民法が作られたし、現在も「law making」が続けられている。

恐らく、明治開闢期、西洋文明を日本に導入しようと必死に勉強した日本の誰かが、Christianityこそ西洋民法のsource of law（法源）だと気づいた。そしてthe pontiffに「ローマ法王」という言葉を訳語としてあてたのだろう。

第30段落：men（人間達）のlawsとjudgmentsとの上位に、Christのjudgmentである所のthe lawがある。この様に、教皇レオ十三世（在位1878年-1903年）が述べる大元の理由が、Jesusのこの「神を愛し人を愛せ。これこそ一番大事な律法。」の発言にある。

また、この「人を愛せ」とは、日本人の一般的感覚を大きく超えた範囲に含まれる「人」を対象にして「愛せ」と命じた律法原則だ。即ち、「隣人を愛するのは当たり前。そうではなく、敵をも愛せ」という超難題をJesusは命じている。聖書の該当箇所は：
『マタイによる福音　5.38-48』

　「そのとき、イエスは弟子たちに言われた。「あなた方も聞いているとおり、『目には目を、歯には歯を』と命じられている。しかし私は言っておく。悪人に手向かってはならない。誰かがあなたの右の頬を打つなら、左の頬をも向けなさい。あなたを訴えて下着をとろうとする者には、上着をも取らせなさい。誰かが、１ミリオン行くように強いるなら、一緒に２ミリオン行きなさい。求める者には与えなさい。あなたから借りようとする者に、背を向けてはならない。

あなた方も聞いているとおり、『隣人を愛し、敵を憎め』と命じられている。しかし、私は言っておく。敵を愛し、自分を迫害する者のために祈りなさい。あなた方の天の父の子となるためである。父は悪人にも善人にも太陽を昇らせ、正しい者にも正しくない者にも雨を降らせてくださるからである。自分を愛してくれる人を愛したところで、あなた方にどんな報いがあろうか。徴税人でも、同じことをしているではないか。自分の兄弟にだけ挨拶したところで、どんな優れたことをしたことになろうか。異邦人でさえ、同じことをしているではないか。だから、あなた方の天の父が完全であるように、あなた方も完全な者となりなさい。」

　従って、西洋民法はこの超難題：「敵をも愛せ」の律法原則に沿って組み立てられたし、現在も「組み立て中」というか「格闘中」だ。

そして第34段落：「fair（公平）なjustice（正義
）よりも優先するもの」が出てくる。主要部分を書き写すと：
「財のfairな交換の論理に優先し、更に、fairな交換論理に適合するjusticeの諸形態に対しても優先するものとして、その個人の崇高な尊厳（his lofty dignity）に由来し、その個人が人間であるが故に義務づけられる何か（something which is due to man because he is man）がexist（この地上世界に現に存在）します。この様に必要とされている「何か」は、その個人が生き伸びる可能性（the possibility to survive）と、そして同時に、その個人がhumanityの共通善にactiveにcontributeする可能性とに、分かち難く結びついています。」　　　　　（回勅『百周年 Centesimus Annus』第34段落より）
この文章が意味するところを、米国税制原則に即して解説してみよう。一般的税制原則は、確かに米国でも、「簡素、公平、中立」（Simple, Fair, Neutral）だ。Fair（公平）が大事にされる。ところが、Partnership税制原則では、公平（Fair）よりも衡平 --- Equity、即ち、或る特定の二つのものをLady Justiceが持つ天秤で比較した時、釣り合って平らになる衡平等価 --- が重要となり、「公平」はPartnership税制三大原則から外される
。即ち、「簡素、柔軟、当該partners間での衡平」（Simplicity, Flexibility, Equity as between the partners」がPartnership税制の三大原則だ。
何故、「公平」よりも「衡平」が優先されるのか？　ズバリ言うと、「公平」をまだ見出せない、あるいは、極めて見出しにくい、一般性の乏しい、つまり新たな「何か」を扱う交換取引に関するjusticeだからだ。
例えば、PCやInternetの影も形もほとんど見えない1977年。創業間もないMicrosoft Partnershipに１M$投資したAさんがいたとする。その１M$がその年幾らの利益（または損）を生んだと、誰が「公平」に認識できるだろうか？　確かにAさんとBill Gatesの間では、その１M＄は「衡平」な金額なのだろう。衡平等価交換なのだろう。だが決して公平等価な交換とはならない。なぜなら、PCやInternetの価値が1977年時点では定まっていないからだ。Aさんは、安い買い物をしたのか高い買い物をしたのか。それは未だ1977年時点では一般的には判断できない。
以上を一般化して言うと、投資元金（この例では１M＄）の価値は公（おおやけ）に定めることができるが、投資対象（この例ではPCなど）の価値がまだ公（おおやけ）には定まっていないとき、等価交換なのかどうかを公（おおやけ）に判断することができないし、従って、損益を公（おおやけ）に認識することはできない。
この様な事を、「相当性の不審査法理」と米国契約法（Restatement (2nd) of Contract）では言い表し、また、「税務当局の損益不認識」と米国Partnership税法（Internal Revenue Code, Subchapter K)では言い表す。
「「何か」とは何か？」の問いには、一般的な「答え」は無い。しかし一人一人のpersonは、それぞれこの「何か」を持っているはずだ。「私にとっての「何か」とはナニナニだ」と一人一人のpersonは言えるはずだ。あるいは追い求めているはずだ。つまり、一身を賭しても成し遂げたい、あるいはchallengeしたい「何か」、あるいは、守りたい「何か」を、持っている、あるいは、持つつもり、のはずだ。そして多くの場合この「何か」は一般性を持たない。即ち、一般にはその価値を認められていない場合が多い。
言い替えれば、each personはそれぞれhumanityの共通善にactiveにcontributeする可能性を秘めている。そしてそれを成し遂げるまでは、each personは生命を保ち続けられる運命にあるはず。だから原則的に、その「何か」の妥当性（adequacy、appropriateness）について人間が判断する必要はない。Godあるいはthe transcendentが判断してくれる。
従って、「Challengeしたい」と二人以上のpersons
が推すテーマについては全て、たとえもし一般人多数の同意が得られなくとも、（国家に払うtaxについては）tax shelter（租税回避）を許して、即ち、ある種のtax expenditureをあてがって、つまり、国家権威と非国家権威からなる社会権威全体でサポートして、推し進める。
これが、米国Partnership税制だ。

何故、そうまでして「何か」を実現しようとするのか？　答えは、「（それが）、その個人が人間であるが故に義務づけられる何か（something which is due to man because he is man）だから。」だ。彼等にとってこの「何か」はdutyでありobligationなのだ。
日本人の一般的感覚からは極めて遠い領域に、彼等のduty感覚、あるいはobligation感覚は、広がっている。そう、「Subsidiarity」
は日本人には極めて分かりづらい。
この様な義務としての「何か」を、第40段落では、「collective and qualitative needs（齋藤補遺：non arm’s length needsあるいはneeds specific to the collective即ち「当該集団に特有なneeds」）」と言い表している。その第40段落
を以下に示す。
40. the natural and human environments（自然環境や人的環境）といったcommon goods（共通財）をdefence（防衛）しpreservation（保全）することは、the State（国家）のtask（任務）です。なぜなら、それらは市場の力だけではsafeguard（予防）されないからです。例えばかつて、原始資本主義時代には、国家がthe basic rights of workers（労働者の基本権）をdefend（防衛）するduty（当事者間で取り決めた義務）を負っていました。この防衛行為がjust（当事者間で、正しいこと）でした。これと同様に、今この時代においては、上記の様な新たな資本主義（the new capitalism）が始まり、社会の全構成員と国家（the State and all of society）は、或る特定の集団的財を防衛する義務（duty of defending those collective goods）を負うことになるでしょう。或る特定の集団的財とは、即ち、each individualがpersona的goal（目的）をlegitimate（地上世界の法において、正当）に追求するにあたって殊更(ことさら)にessentialな（本質的で欠くことのできない）枠組みとなるcollective goods （集団的財）のことです。この様な集団的財を防衛する義務を、社会の全構成員と国家は負うことになるでしょう。そして、今この時代においては、この様な防衛行為がjustであると認められるでしょう。
またこの時代においては、市場の新たな限界が見いだされるでしょう。市場mechanismsによっては充足することができない新たなneeds、即ち、collective and qualitative needs（齋藤補遺：non arm’s length needsあるいはneeds specific to the collective即ち「当該集団に特有なneeds」）が顕著になるでしょう。つまり、市場の論理ではとらえられない重要なhuman needs、言い換えれば、本質的に売買することができず、またしてはならない財が現にあるのです。確かに、市場mechanismsには確実な利点があります。即ち、市場は資源の有効利用を促進し、生産物の交易を促し、そして何より市場は、あるpersonの欲求や選択が交渉を通して他のpersonの欲求や選択と出合う中心的な場となります。しかしながら、このような市場mechanismsには、市場を「偶像崇拝」してしまうriskが伴います。即ち、市場を絶対視し、単なるcommodities（大衆向け商品）では本質的にありえないgoods（財）が現に存在することを無視してしまうriskが伴います。
今、巷で議論となっている「集団的自衛権」と関連があるので、コメントを加えたい。第40段落前半の、「社会の全構成員と国家とが担う義務、即ち、或る特定の集団的財を防衛する義務」、これは、安倍政権が今議論している「集団的自衛権」と極めて似たものだ
。

しかし、結論から言うと、国連憲章で示されたright of collective self-defense（集団的自衛権）の本来の目的を、安倍政権は分かっていないとしか思えない。要点を言うと、集団的自衛の本来目的は「集団（collective）を防衛すること」ではなく「自分個人（self）を防衛すること」即ちRight of self-defense（自己の正当防衛）にあるのだ。これを安倍政権は分かっていないようだ。
集団的自衛権（同時に、義務ともいえる）概念が生まれた経緯を述べる。キッカケは第二次世界大戦だ。戦後、「何故、西洋universalismはナチス全体主義の感染拡大を防げなかったのか？」、この重い問いかけが、西洋社会に投げかけられたことから議論が始まった。
本来、西洋universalismは全体主義に対して抗体を持っている。即ち、united-diversityのdiversity（多様性）重視の側面は、本来、全体主義に対して拒否反応を示しキラー細胞を送り込む「免疫」として機能するはず、だった。ところがそうはならず、全体主義が、あろうことか西洋のど真ん中のドイツを起点として始まってしまった。
西洋社会を構成する「両権」、即ち国家も教会も総崩れとなり、全体主義の感染拡大を食い止めることができなかった。なるほど、「分裂よりも一致を望む」カトリック教会が、独伊の全体主義に対して宥和策を採ってしまったのは分からなくもない。しかしなんと、diversityを体現するはずの国家の側さえも崩れてしまった。1938年に英仏伊独の首相が集まったミュンヘン会談で採択された「ナチス宥和政策」は良く知られた西洋の汚点だ。
全体主義感染拡大の原因は、united-diversityのバランスが崩れたこと。当然のごとく、こう結論づけられた。即ち、unite力がdiverse力を上回ってしまったことが原因だと結論づけられた。
本来、西洋社会というのは固い固体だ。個人と個人の間に、強い引力と強い斥力、即ち、強いunite力と強いdiverse力が働き、且つ、この二つの力が拮抗バランスして、固い固体として安定している。個人と個人の間に、強い相互作用が常に働いていて、様々な人間ドラマに満ちた日々濃密な社会活動が繰り広げられるのが「西洋社会」だ。
そのバランスが崩れた。|引力|＞|斥力|、即ち、|unite力|＞|diverse力|という状態になってしまった。これが、全体主義感染拡大を食い止められなかったことの原因。この様に結論づけられた。

処方箋は、「引力も強め、斥力ももっと強めて再びバランスさせる」。決して西洋は、「全体主義で強くなったある種の引力を弱めて斥力とバランスさせる」という解決策は採らない。なぜなら、それでは、Subsidiarity＆Solidarity社会ではなくなってしまうからだ。強い相互作用が常に働くことによるradical reactionに満ちた社会活力を失ってしまうからだ。
で、長い話を端折って言うと、「国家」と「教会」は、一方で引力強化策として「国際連合」設置を決め、他方で斥力の更なる強化策として「集団的自衛権、right of collective self-defense」の理論整備を決めた。改めて、念を押す。集団的自衛権は、引力の強化策ではなくて、斥力の強化策だ。「集団」ではなく一人一人の「自己」を防衛するのが目的だ。
ここのところを、日本人はしばしば誤解している。即ち、集団的自衛権の本来の目的は、全体主義への免疫力を強めることにある。従って、決して「集団を防衛すること」を意図していない。全く逆。一人一人の自己の充実、即ち、自己実現をするための環境を保全・防衛・整備して、たとえヒトラーの様な大衆アジテートの上手い専制者が現れても、決して踊らされない、己（おのれ）を強く確立したpersonsを育成することに「目的」がある。「each individualがpersona的goal（目的）をlegitimate（地上世界の法において、正当）に追求すること」を促進・保全することに「目的」がある。
集団的自衛は、「集団」の防衛ではなく、「自分」の防衛が目的だ。

だから戦後直ぐ1945年に、「集団的自衛権、right of collective self-defense」が、国連憲章に記載されたことは、西洋人にとっては極めて「当然」だ。さらに、カトリックが第二Vatican公会議（1962年-1965年）で整備したカテキズム（公教要理）の中にも、「集団的正当防衛成立の要件」が整理されたが、これも西洋人にとっては極めて「当然」だ。
そして、1991年回勅『百周年』第四章　第40段落の「社会の全構成員と国家とが担う、ある特定の集団的財の防衛義務」につながっていくのだ。
安倍首相の靖国参拝に対して、オバマが「失望した」とコメントした。オバマが敬愛するローマ法王フランシスコが使徒的勧告Evangelii Gaudium（福音の喜び）を発行したのが昨年11月26日。TPPに関する甘利―フロマン日米交渉が決裂したのが12月1日。オバマが演説でフランシスコの提唱した「「人間の尊厳」＆「共通善」に立脚した新たな経済」に賛意を示したのが12月4日。安倍首相が靖国参拝したのが12月26日。

「集団的自衛」の意味するところを全く取り違えている以外にも、安倍政権に対してオバマは幾つもの「失望」を感じているに違いない。
麻生財務大臣の「ナチス･･･」発言も情けない。彼はカトリックにゆかりがある人だ。その彼が「ナチス･･･」発言をするのは全く情けない。読者はもうお分かりと思うが、集団的自衛権は、ナチス全体主義思想の180度対極にある概念なのだ。その集団的自衛権とナチスを一緒にする麻生さんの発言は、西洋人をはじめ現在の国際秩序の思想構成を理解する多くの人にとって、「落第。勉強のやり直し」を言い渡したくなる様な情けない発言だった。
あれっ？　でも西洋人だって偉そうなことは言えないぞ。「敵を愛せ」と言っておきながら「集団的財の防衛」はするのか？　矛盾してない？　･･･という疑問の声が聞こえてくる。

実はこの問題には「Just War」という用語があてられて、カトリック社会教説（CST）専門家の間でも喧々囂々の議論が続いている。試しに今、amazon.co.jpで検索してみると、洋書を中心に10冊ほどは直ぐヒットする。マイケル・ウォルツァーの著作『Just and Unjust Wars: A Moral Argument with Historical Illustrations』（初版1977年発行）は専門家の間で良く知られていて、邦題を『正しい戦争と不正な戦争』として(2008/11)に風行社から和訳が出版されている。

この問題については、ここではこれ以上は論じない。
さて、今週の「一番言いたいこと」、それは、日本は「集団的自衛権」を論じる前に「Partnership税制」を論じるべきではないか、ということ。･･･少し、解説しよう。
「人を愛せ」即ち「人間の尊厳」即ち「Subsidiarity」は、fair（公平）なjustice（正義）よりも優先するものを生みだし、「集団的自衛権」と「Partnership税制」という（少なくも）二つの論理体系を生み出す。公理があって初めて定理が判然となる。だから、「人間の尊厳」即ち「Subsidiarity」という公理が導入されていない日本では、集団的自衛権もPartnership税制も、どちらを論じることも、そもそも、不可能だ。それは、掛け算九九も覚束ないのに、いきなり微分・積分の問題を解こうとする様なものだ。生来の超天才でもない限り、絶対に不可能なことだ。

しかし、敢えて論じようというのなら、「集団的自衛権」でなく「Partnership税制」を先に論じるべきだ、という意見。今週号は長かったが、読者の方にこれだけは覚えておいて頂きたい。
そもそも、Partnership税制の方が、人の「生き死に」に遠い分だけ論じやすい。つまり、Partnership税制を論じられない者が、幾ら集団的自衛権を論じてみても、それは時間の無駄だ。しかも、「衣食足りて礼節を知る」つまり「経済が安定すれば戦争の危険は遠のく」のが人の常だ。どう考えても、集団的自衛権よりも先にPartnership税制について、日本人は勉強すべきだし議論するべきだと思う。これが、今週の「一番言いたいこと」。
今週は以上。来週も乞うご期待。
�　カトリック南山大学のマイケル・シーゲル神父が頻繁に注意を促しているが、日本語でいう「正義」と、西洋言語でいう「Just」「Justice」とは意味が同じではない。日本語の「正義」は、固定的所与的に「正しいこと」、即ち、人に依らない「正しいこと」を意味するが、西洋言語の「Just」「Justice」は、「Justice specific to the person」「Justice specific to the collective」、即ち、当該person当該collective（集団）に依って変わり得る「正しいこと」も含んだ意味を持っている。もちろん、固定的所与的に「正しいこと」も、西洋言語の「Just」「Justice」は含んでいる。「正義」⊂「Justice」。Justiceの方が正義より広い概念だ。


� 当然ながら、「中立」もPartnership税制原則からは外される。その代りに「柔軟」がPartnership税制原則には加えられる。


�　マタイによる福音　18･19-20：「はっきり言っておく。どんな願い事であれ、あなた方のうち二人が心を一つにして求めるなら、私の天の父はそれを叶えてくださる。二人または三人が私の名によって集まるところには、私もその中にいるのである。」


� 「Just asナニナニ, so コレコレ」という構文が、カトリック社会教説の文献では頻繁に使われる。� HYPERLINK "Subsidiarity%20rev3.doc" \t "_blank" ��Subsidiarity�定義文にもこの構文が使われている。一般の英文なら「ナニナニとちょうど同様にコレコレと言える」と和訳すればよいが、カトリック社会教説の文献でこの構文が使われているときは翻訳に特別の注意が必要だ。即ち、Justが持つ「当事者達にちょうどピッタリ」「当事者間で、正しい」という、普段は隠れている元々の「意味」が前面に出てくる。つまり、「ナニナニがJust（ナニナニのケースにおいて正しいこと）であるのと同様に、コレコレもJust（コレコレのケースにおいて正しいこと）である」という意味で、この「Just asナニナニ, so コレコレ」構文が使われることが多い。


� 「Just asナニナニ, so コレコレ」構文が、この第40段落前半の「集団的財の防衛義務」説明でも使われている。訳者齋藤としては、「ナニナニがJustであるのと同様に、コレコレもJustである」という意味が十分に伝わる様に、「集団的財の防衛義務」説明を和訳したつもりだ。その結果が、ここに示した和訳だ。「集団的財の防衛義務はJustだ」「当事者間で正しいことだ」。この様な原文の主張を、読者にも分かっていただけたら幸いだ。


� 国連憲章は、collective self-defense（集団的な自己防衛）に関して国家が担う「権利」を示している。他方、カトリックは、collective self-defenseに関して社会の全構成員と国家とが担う「義務」を示している。「権利」＝「義務」とすれば、その権利ないし義務の担い手に国家以外に「社会の全構成員」を加えている分だけ、カトリックによる定義の方が広いと言えるだろう。
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